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小さなチャータースクールの

現実と可能』性

高野良

チャータースクールは，アメリカ合衆国において，最初の州法がミネソタ州

で1991年に立法化されて以降，全米に普及した新しいタイプの公立学校であ

る。最初の学校は，1992年，セントポール市に創立された。チャータースクー

ルという新しいタイプの学校が出現して，今年（2002年）でほぼ１０年が経過

し，アメリカでは，チャータースクールという現象が第２段階にはいったとい

われている。他方，日本においては，チャータースクールという学校のイメー

ジや実態が紹介され，この言葉が一般にも認知されるとともに，政治的なレベ

ルと民間レベルで，教育改革における一つの主題として浮上してきている。

こうした状況のなかで，チャータースクールとはなにかが’改めて日米両国

で問題にされ，その多様性のなかで可能性や限界をめぐる議論も活性化してい

る。本稿では，日米の近況を概観したうえで，まず，アメリカにおける多様性

を三つの類型において整理すること，ついで，なかでも個人商店型と名付けう

るチャータースクールの具体的事例を提示すること，最後に，個人商店型チャ

ータースクールがスモールスクールの運動ないしは政策との接点を創りつつあ

り，その接点に触れながら，小さなチャータースクールの可能性を考えること

にしたい。

1．最近のチャータースクールをめぐる動き

１）アメリカにおける現況

代表的なチャータースクール情報のシンクタンクである教育改革センター

(CER）によると，2002年新学期（９月）段階，３７州（コロンビア特別区を含
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む）に2,700校が存在し，新たに開校されたチャータースクールも393校ある

(巻末の表１を参照)。ＣＥＲのもう一つの調査データによると，2002年１０月段

階で2,874校が運営中とされている（CER１，ｐ,2)。なお，前年（2001年９月段

階）の統計では，３５州に2,431校，生徒数58万人，チャータースクール関係者

(生徒，親，教師，管理者，チャータースクール理事）は160万人と概算され

ていた。

こうした数字に整合性が若干欠けるのは，調査日時の違いや誤差の他に，チ

ャータースクールの統廃合の結果である。巻末の表１を見れば，チャータース

クール制度が各州で制度化されて以降，2002年10月までに27州（コロンビア

特別区を含む）で，194校が閉校されていることがわかる。また，それに加え

て，７７校が地方学区が設置・運営する伝統的な公立学校制度に吸収（consoli-

dated）されており，設置認可を受けたが開校にはいたらなかったものも，少な

くとも84校存在すると集計されている（CER１，ｐ２)。

また，開設の法的根拠となる州チャータースクール法は，３８州（コロンビア

特別区を含む）で制定されている。ＣＥＲは，開設の難度や学校の自律性の強弱

を指標にした「強い法stronglaw」と「弱い法weaklaw」の分類を採用して，

各州の法制度をランクづけている。それによると，開設が最も容易で学校の自

律性も大きい「強い法」のトップ･ランクであるＡは7州，次いでＢが13州，他

方で,弱い法に属するＣランクが11州,Ｄが6州，Ｆが1州とされている（CER３，

pｐ8,9)。

以上の量的データからわかることは，かつてクリントン大統領が1998年に

－つの目標値として掲げた，3000校に到達しつつあるということである（フイ

ンほか，pl6)。チャータースクールは着実に増加していると見なせる。しか

も，こうした教育起業には不可避であるが，問題のある学校は閉校などで，教

育供給の「(擬似）市場」から退出を迫られている。閉校のほとんどの原因は，

生徒数の減少や財務管理のまずさ（financialreason)，組織運営上の問題

(mismanagement）と分析されている（CER1による)。

と同時に，チャータースクールは数量のみならず，質的にも進化してきた。

問題校の退出の一方で，チャーター更新をうける学校が出現し，学んだ生徒が

スッタフの一員として戻ることなどにより，チャータースクールの再生産がな
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されつつあるという事実である。

こうした事態を背景に，2000年11月の大統領選挙では，２大政党の両候補が

競ってチャータースクール推進を提唱したことは記憶に新しい。加えて，２００２

年春には，連邦議会の両院で，それぞれ「全国チャータースクール週間National

CharterSchoolsWeek」への支持と大統領声明の発表を促す決議（Resolution）

がなされた。大統領声明（proclamation）は５月２日に発表されたが，そこでは

チャータースクールが「オールタナテイプな新しい種類の教育制度」で「アカ

ウンタビリテイ，柔軟性と拡大された選択」を原理とするものと表明されてい

る。こうした経緯を経て，全米各地で同週間にエベントが開催され，チャータ

ースクールの普及に弾みがつけられてきている。

しかし，他方で，チャータースクールが勢いを増し，同時に社会紛争や学校

実態が鮮明になるにつれて，当初から存在していたチャータースクールへの批

判が，実証を踏まえて公表されてきている。チェスター・フィンたちが紹介す

るように，身内優先主義（tribalism）と営利化への批判が，その主要なもので

ある（フィンほか，補章参照)。身内優先主義とは，チャータースクールが実

質的にある階層や人種の子どもたちを入学者として囲い込み，人種差別的な帰

結をもたらしているとする批判である。

実証データとしては，カリフォルニア大学ロサンジェルス校（UCLA）のエ

イミー・ウェルズ（ＡｍｙＳ・WelIs）グループによるカリフォルニア調査が有名

である。彼女たちはアメリカの２大教員組合の一つであるＮＥＡ（National

EducationAssociation，全米教育協会）の委託研究にも関与していた（Wells，

2002はその総括的な著書である)。また，批判的教育学の代表的研究者の一人

であるマイケル・アップル(MichaelApple)は，ウェルズのデータをふまえて,慎

重にチャータースクールの可能'性に留保しつつも，実態への批判を強めている

(Apple,ｐｐ､187,188,265)。

営利化への批判は，社会的な教育紛争となることで勢いづいている。全米の

いくつかの大都市では，エジソン・スクール社をチャータースクール運営に指

定する市当局者の政策に対して，激しい反対がなされて紛争化してきた。また，

営利化は，学校起業家の乱脈経営という形でも批判されている。たとえば，

PBS（公共放送）のメロウ・レポートは，アリゾナ州の「シテイズン2000」と
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いうチャータースクールを取り上げている。黒人女性で，公立学校教師でもあ

った校長が，彼女とその親族に高給を支払う乱脈経営を行って年間200万ドル

を食い物にした事例である。

著者であるジャーナリストのジョン・メロウ（JohnMeITow）は，一方でチャ

ータースクールの成果を評価しながらも，「(チャータースクールが効果的であ

るという）証拠は所々で出てきているにすぎず,結論はいまだでていない」とし，

｢シテイズン2000」にも言及して，「それは紙の上ではすばらしかった」と懐疑的

な目を注いで，チャータースクールについてのレポートを閉じている（MemDw，

pp､143,144,156,157)。

２）日本における制度化の動き

日本でのチャータースクールをめぐる動きは，この種の新しい学校制度その

ものをつくりだす動きと，学校のカリキュラムや教育活動の内実を創造する動

きが併走している。制度化については，研究開発学校，コミュニティ・スクー

ル，日本版チャータースクールの３種のものが，錯綜しながら展開してきてい

る。研究開発学校については，「新しいタイプの学校運営」の実践研究として，

2002年度に3,000万円の予算が付き，現実に30件の応募で7件が選定された。

ただし，これらの学校はいずれも，校長の公募，柔軟なカリキュラム編成，地

域学校協議会，地域との連携（学校支援コーデイネータの配置など）などを研

究内容としており，現行学校教育法の枠内で実現できるものばかりといえる。

コミュニティスクールも，2000年の教育改革国民会議報告を受けて，制度化

へのインセンテイブが働いている。2001年12月に総合規制改革会議第１次答申

で「コミュニティ・スクール導入のための法制度整備に向けた実践研究の推進」

が答申され，文部科学省も動かざるを得ない。上記の新たな研究開発学校もそ

れへの「対応」とされるが，総合規制改革会議はそんな漸進策を越えて，「教

育分野への株式会社の参入｣，具体的には「規制改革特区」における株式会社

の参入，学校選択の導入，学校などの公共施設の民間企業への運営委託などを

提言（2002年７月23日）していた。

当初のコミュニティ・スクールは金子郁容グループで構想され，インターネ

ット上で「法試案」（versionl､1,2001/3/30）も公開されている。学校教育法など
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を適用除外（Waiver）することによって，地域の自発的な学校づくりを可能に

しようとする一つの実用的な案であった。適用除外の項目は，「市町村等は，

学校教育法第３条にかかわらず，独自の設置基準に基づき，選考された学校長

等と協議しながら，学校の開設を行うものとする」とか，「地方教育行政法第

33条に基づき教育委員会が定める学校管理規則の適用を，コミュニティ・スク

ールは除外する」などと，学校の設置と運営をはじめ，教員人事や学校経費に

及んでいる（http:"www・vcomorjp/Cs/bilLhtml)。

民間の制度化の試みとしては，チャータースクール法案としても存在する。

日本型チャータースクール推進センターの「日本型チャータースクール法試案」

がそれである。この立法運動では，たとえば2002年２月24日付けの「試案」が，

アメリカのモデル法案（テッド・コルデリーTbdKolderieのもの）に近かった。

ついで５月段階（５月５日マイロ・カッター来日記念講演会で発表）の法試案で

は，私立学校法人に近い規定が盛り込まれ，公共性を付与されているNPO法人

に，公立学校の設立運営を可能にする条文に進化してきている。

コミュニティ．スクール法試案にしろ，日本型チャータースクール法案にし

ろ，その内容そのものも重要だが，民間が議員立法などを視野に入れて，立法

運動を下から組織している立法形式にも注目すべきであろう。ところで，先に

触れた「規制改革特区」の動きは，2002年の夏以降，大きな政治的な主題とな

ってきている。構造改革特区推進室が設置され，地方及び民間から特区への要

望が聴取され，各省庁がこの要望に対する回答を迫られてきた。今のところ

(2002年10月段階)，2002年秋の国会で法案として上程され，実質審議がほと

んどないまま可決され,2003年４月に「特区｣施行という事態になっている（詳

しくは，高野ｃを参照)。

「教育特区」については，教育（特に，公立学校）への株式会社の参入が，

象徴的な実施項目として取り上げられ，政治的な焦点となってきているが，こ

の項目は文部科学省の抵抗もあって１０月の特区法案からは削除された（なお，

その後，事態は変化しつつある。文部科学省は，情報公開や第三者評価という

条件をつけて，株式会社参入を認める方向であると報道されている。日本経済

新聞2003年１月２３日)。文部科学省の回答が法案のベースになると思われるの

で，同省の回答を一瞥しておくと，「市町村負担教員の任用」など，地方が要
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望し先進的施策化している項目を取り入れる前向きさも見受けられる．だが，

ほとんどの回答は現行制度の枠内にとどまる内容とみなせる。ただし，株式会

社の参入を阻止するために代案として挿入された，「学校法人設置の弾力化」

は，公立学校としての日本型チャータースクールの設立を，ＮＰＯ法人にも可能

にする制度に利用できるかもしれない。

さて，民間のチャータースクール運動に戻ると，教育活動の内実づくりとし

ても動きが存在する。たとえば，神奈川県・湘南地域の運動は，「湘南小学校」

として学校の内実づくりが試みられている。「湘南小学校」は現在のところ，

サマー．スクールや土曜日に限った新しい学びの場を開設している。こうした

教育活動が，全日制のチャータースクールに転化できるかは，教育活動の実績

のみでなく，学校の管理運営面の実績一つまり，人事や職能開発，財務や施設

管理など－が，鋭く問われることになるに違いない。

こうした課題を持っているが，日本の各地で，学校づくりの試みを実在させ

ることは，チャータースクール運動にとって重要なことは確かである。今後，

｢湘南小学校」を例にとれば，これが，①NPO法人のフリースクールとして存

続するのか，あるいは②「藤沢市立○○小学校分校」か「学校内学校」（school‐

within-school，特別学級)，さらには，③チャータースクールとしての公立小学

校となるか，複数の選択肢が開かれているというべきである。同様に，各地に

存在するＮＰＯ法人のフリースクールおいても，②については，独自の立法化

を待たずに公立学校として開設しうるだろうし，「教育特区」が適用されれば，

③に近い学校も日本で創設できるかもしれない。

なお，民間主導の新しい市民運動としてのチャータースクール運動は，講演

会を核としたチャータースクールの普及と論議の場をつくる動きとしても活性

化している。2002年前半に限っても，ジヨー．ネイサン（チャータースクール

の実践的研究者)，マイロ・カッター（MiloCutter，シティ・アカデミー)，デ

イー・トーマス校長（DeeGrover-Thomas，ニュー．カントリー．スクール）

が，相次いで来日した。なお，日本のチャータースクール運動のモデルを提供

するこれらの学校は，すぐ後で述べる類型化からすれば，個人商店型のチャー

タースクールであり，市場ビジネス型とは異なることに留意しておきたい。
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2．チャータースクールの多様性

１）チャータースクールの３類型

チェスター・フィンたちは，チャータースクールの展望を語る中で，「｢個人

商店」のチャータースクールと大規模なフランチャイズ経営との競争」（フイ

ンほか，Ｐ,318）を予想していた。チャータースクールは，そもそも個人商店型

を出自としている。この学校は,使命やビジョンによる市民契約(citizenengage‐

ment）を公共化（認可）した法人（Corporation）にほかならない。engagement

には，責務・約束という含意，さらには参加という意味もあるように，大人の

子どもに対する教育責任，およびこの責任を果たすために市民が教育参加する

という思想を，この言葉は体現している。このことをフインたちは，「従来の

意味での行政的なものでなく，また基本的に私的なものでもなく，市民契約を

好むアメリカ人の生来の気質に訴えるもの」（フインほか，Ｐ､7）と語っていた。

生来の気質を歴史的に振り返れば，初期のハーバード大学は公共的な認可学

校法人であったし（ホフスタッター，第三章)，アメリカの自治体（municipal

corporation）の形成もそうであった。歴史家のホフスタッターは，ハーバード

大学の法人化の過程を次のように述べている。1636年にハーバードが，各ダウ

ンの代表からなる立法・行政・司法を握る議会（generalcourt，総会とも訳され

る，ホフスタッターP.]19）の法令で設立されたが，学校の管理は学外者からな

る視学委員会によってなされた。しかし，］650年には議会から認可状（charter）

を獲得し，「法人組織としてのカレッジすなわちカレッジの評議会(Corporation）

－〔理事会的存在〕一・・・を設置した」（ホフスタッター，pl75)。これに

より，「教授陣の自治」（学内理事会）がイニシアチブを握りながら，学外者に

よる管理（視学委員会）という「慣習」との間に「妥協」が図られたというわ

けである。

自治体については，アメリカ政治史研究者の阿部斉が，「これから同じ場所

で生活を共にする人たちと，約束をかわして一個の団体を作ること，これより

明確なコミュニティ作りは考えられないだろう。・・・この手続きは，新たな

自治体を作るという形で今日まで受け継がれている」（阿部Ａ,ｐ,42）と指摘し
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ていた・こうした市民の約束や契約による自治体の創設を，阿部は最近，より

端的に次のように述べている。「アメリカの都市は基本的に住民の自主的選択

により創設された法人組織である」（阿部Ｂ,ｐ､35)，と。

筆者は，リビジョニスト歴史家のマイケルカッッ（MichaelB,Katz）が公教

育組織化の歴史類型としたものを援用して，チャータースクールを法人ポラン

タリズムと定義してきた(高野Ｂの｢マイケル．Ｂ・カッッの類型｣の項を参照九

以上のべてきたアメリカ的経験を踏まえれば，教育の法人ポランタリズムを，

市民契約が公共化された学校法人であると言い換えてもよい。

また，サンドラ・ベルガリ（SandIaVergari）は，最近，州ごとのチャーター

スクールの事例研究を編集した著書の中で，「チャータースクールの理念は，

市場原理によるだけではなく，直接民主主義の理論にも由来する」と整理して

いる。その上で，「チャータースクールは，人事や教育課程，非営利ないしは

営利団体と契約することなどを，自分自身で決定する自由がある」としつつ，

｢家族や教師がチャータースクールを選ぶ－学校を割り当てられるのとは逆に

－という事実は，教師，親，生徒の間に，実りあるコミュニティの意識を増進

する潜在力を学校がもつということを意味する」（VergarLpp,4,5）と論じてい
る。

この指摘は，個人商店型チャータースクールにこそ当てはまるのであり，こ

のタイプのチャータースクールが直接民主主義を内包するコミュニティである

ことを重視しておきたい。というのも，日本でのチャータースクール批判が，

市場原理（というより学校選択制）の学校であることを，過度に一面的に強調

しているからである。

もっとも，１．の動向紹介でも触れたが，今日では公共化された市民契約とい

うチャーターの形式を利用した企業家の学校設立・運営，あるいは市民契約が

民間企業に委託されて，民間企業がチャータースクールをフランチャイズ経営

する形態も目立ってきている。こうした市場原理に傾斜したチャータースクー

ルを，筆者は市場ビジネス型のチャータースクールと呼んでいる。チャーター

スクールが第２段階に入った現在，従来の公立学校，私立学校との競合のみな

らず，フィンたちの指摘を待つまでもなく，チャータースクール内部における

競合が本格化してきているのである。
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営利企業のこうした参入については慎重な検討が必要であり，その検討は今

後の課題として本稿では取り上げない。ただし，筆者の現状認識と立場をひと

こと付言しておこう。アメリカ以上に日本においては，教育産業や民間企業が

公立及び私立の学校に実質的な参入を果たしている。たとえば，市販テストや

受験学習における教育産業の利用は当たり前のようになっている。最近では準

公立的性格をもつ日本の私立学校への塾講師の派遣が広がりつつあるとか（日

本経済新聞2002年７月１８日)，学習塾が高校生向けの授業映像を情報産業と共

同で大学生の補習学習に転用する（日本経済新聞2002年１月７日）など，日常

的な教育活動そのものにまで教育産業の参入が始まっている。こうした事態の

中で，参入自体を拒絶するという立場もあろうが，なし崩し的な参入を押しと

どめるためには，むしろ教育の公共性と民間参入との関係が政治化されて，そ

の関係のあり方を教育統治や教育改革の主題としていくことこそ必要であると
いえないだろうか。

さて，アメリカのチャータースクール類型に話を戻すと，異なる設置形態の

学校間での競合のなかで，公立学校や私立学校がチャータースクールに転換す

る事例もみられる。各州のチャータースクール法では，公立学校のみの転換を

認可する場合（多数）と，公立と私立の両方を認可する場合がある。こうした

法制度上の制約の中で，設置形態転換型という第３タイプのチャータースクー

ルが開設されてきた。このタイプが，開設の形態自体は目新しいが，教育活動

や学校運営の内実は従来の延長（つまり，教育官僚制や宗教右派の隠れ蓑）で

あるのか，市民契約の内実を伴った転換なのかは，当該のチャータースクール

を個別に検討してみなくてはわからない。これについても，検討の課題として
残らざるを得ない。

２）個人商店型チャータースクールの実例

さて，個人商店型チャータースクールは，市民運動がチャータースクールを

現実化させたタイプであり，これに対して後発の二つのタイプは，法制度とな

ったチャータースクールという「容器」を利用したにすぎない学校ともいえる。

日本のチャータースクール運動も，それ故，個人商店型の学校を創設しようと

しているが，アメリカのこのタイプのチャータースクールの現実態とはいかな
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るものか，いくつかの事例を簡単に紹介しておきたい。

ミネソタ州の州都であるセントポールに開設されているシティ・アカデミー

(CityAcademy）は，全米で最初に創立されたチャータースクールである。二

人の元公立学校教師が発起して，都市貧困地域に中等教育段階のチャータース

クールとしてこれは創設された。1997学年度の統計によると，生徒数は97名

で，アメリカ先住民，アジア系，黒人，ヒスパニック，白人が各20％，低所

得家庭は87％にのぼっている（CARELp93)。同校の校長であるマイロ・カ

ッターの来日講演会の記録（｢チャータースクールからまなぶこと｣）によれば，

大規模な学校であることにたいする率直な批判が展開されている。

カッターは，次のように語っている。「長い間，教育者と議員たちは『規模

の経済」を信奉してきました。「より大きいことはより良いことだbiggerwouId

bebetter」という考えにとらわれ，より多くの生徒たちを－カ所に集めれば，

より多くの教育機会が生まれると信じてきました。この考え方にも幾ばくかの

真理があるのかむしれませんが，具体的な利益があったとしても，それは実際

にはごくわずかなものでしかありませんでした」（Cutter,ｐ11)。

小規模な学校が自覚的に選択され，そこでは，生徒一人一人が，学ぶ意欲を

持った個人として尊重され，相互尊重（『especteachother）のためにも生徒たち

がルールづくりに加わることができる学校が創造されてきた。かくして，生徒

同士，生徒と教師の間に尊敬と深いつながりができていると語られる。教育活

動としては，「ライフ（生活，人生など）のための学習」がキーワードとされ，

プロジェクト学習が重視されている。と同時に，この学習のためにも，低学力

生徒が多いので，英語力（読み書き）などが重んじられ，チャーター契約によ

るアカウンタビリテイ項目としても,学校自らがそれを強調している(ネイサン，

第１章も参照)。

次に，ミネソタ・ニュー・カントリー・スクール（MinnesotaNewCountry

School）を取り上げよう。同校は，白人が居住するが，大企業が移転して中産

階層が去りブルーカラー地域になった小都市に設立された。中等段階のチャー

タースクールであるこの学校の生徒数は９１名，白人ばかりという地域性を反

映して，生徒の99％は白人，黒人は１％である。また，低所得家庭は８％と，

ある調査は集計している（CAREI,plO4)。この学校は，奇形ガエルのプロジ
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エクト学習で全米でも有名になっている。

同校は，エドピジョン（EdVisions）という教師の協同組合（co-op）が実質

的に設立主体となり，学校運営も担っていることでも，ユニークである。こう

した運営形態が可能になるのは，ミネソタ州のチャータースクール法の次のよ

うな規定による。「チャータースクールは公立学校publicschoolで，公教育制度

systemofpubliceducationの一部」（124,10,Subd7）であるとともに，「学校は

協同組合cooperativeとしてか，非営利法人nonpmfitcorporationとして組織ざれ

運営される」と規定されている（Subd4)。

エドピジョン自体の組織化の助言をしたのは，ミネソタのチャータースクー

ル州立法化を推進したテツド・コルデリーであり，「彼が同校の創設者たちに，

教師の役割を被雇用者＝労働者から（自己の労働と学校の）所有者ownerへと

転換させる一つのやり方として協同組合モデルを示唆した」（Rofes,p207，か
っこ内は筆者補足）といわれている。また，この学校のアイデンティティとし

ては，「実績ある学業達成を伴う，個人化されたプロジェクト学習に参加する

学習コミュニティである」と宣言されている。

同校のキー・コンセプトは五つあり，「テクノロジー，親の参加，教師と生

徒のアカウンタビリテイ，学習の場所としてのコミュニティ，それにテッド・

サイザーにより開発された九つの'，エイッセンシャル原理，'」と見なされてい

る（Rofes，ｐ213)。確かに生徒中心の問題解決学習のために，コンピューター

が縦横に駆使されている。また，パートナーとして親が位置づけられ，「より

少なく学ぶほどより多くを学ぶことLessismorC」などの原理からなるエッセン

シャル・スクール運動にも学んできたと学校関係者自身が語っている。

パーカー・スクール（FrancisW・ParkerCharterEssentialSchool，マサチュー

セッツ州）は，校名にもあるように，エッセンシヤル・スクールの原理でまさ

に設立されたチャータースクールである。1993年マサチューセッツ州法（９３

年教育改革法）に基づき，９５年９月に開設された。この学校も12歳から14歳

までの中等段階の学校で，生徒数120名から出発し350名に増加したきたが，
それでも小規模校の範囲と言えよう。

この学校の校長，ジェームズ・ネーリング（JamesNehring）は，その実践を

｢慌ただしい開設」に最近まとめた。その扉の言葉には，著名な文化人類学者
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のマーガレット・ミードの「疑いもなく，思慮深い市民の小さな集団こそがこ

の世界を変えることができる」が掲げられており，この学校の精神がこの言葉

に託されている（なお，この学校の理事であり，エッセンシャル・スクール運

動の主催者のテッド・サイザー夫妻が，同書に序言を寄せている)。

この学校の開校に際する基本原理は，次の五つとされている。「使命の明確

さ｣，つまり，エッセンシヤル・スクール原理を導き糸としつつ，明確さとイ

デオロギー的硬直性との混同は戒めること。「組織に生ずる緊張の自覚｣，「不

確かさへの忍耐｣，「不確かさに耐えうるスタッフの雇用｣，それに「パースペ

クティブの維持」（Nehring,ｐｐ,34,35〉である。また，同書の第２章では，民主

主義的な学校文化の形成が語られ，学校内部の民主主義をこの学校は重視して

いるようである。（なお，書物としてこうして整理された内容が実態を正しく

反映したものなのかは，言うまでもなく検証の課題として残されている)。

3．スモールスクールとチャータースクール

ｌ）スモールスクールの運動と政策

個人商店型チャータースクールは，ここまで紹介したように自覚的に小規模

な学校であることを，学校のアイデンティティとしている。というのも，ショ

ッピングモールのごときハイスクールと比噛されるように，特に，従来のハイ

スクールは生徒数が6,000名に達するような学校もあり，概して大規模校であ

るからである。これでは，スッタフ間，生徒間，およびその両者間に直接民主

主義や学びのコミュニティが成立する基礎的条件が存在しようがないといわざ

るをえない。

それ故，先に紹介したネイサンがディレクターを務める教育変革センター

(CenterfbrSchoolChange）も，大都市のハイスクールの小規模化のプロジュク

トを企画・実施するようになっている。彼らの事例研究のレポートは，「より

小さく，より安全で，より健全な成功している学校」と題されている。この表

題にも表現されているように，より小さな学校は，「生徒にとってより安全な

場所，より能動的で，挑戦できる環境，より高い学力達成，より高い卒業率，

より少なくなる生徒指導問題，家族，生徒，教師により大きな満足」（Nathan
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＆Febey,ｐ､7）を保障しうると結論づけられている。

同レポートは事例として22校の，主に学校施設を紹介しているが，その中

には，シティ・アカデミーとニュー・カントリー・スクールも含まれる。とこ

ろで，スモールスクールとは，チャータースクールだけを意味しない。レポー

トは，「これら（22の）学校は全国の都市部，郊外，そして農村地域を代表し

ており，学区運営の公立学校とチャータースクールのどちらもが存在する」と

述べている（Nathan＆Febey,ｐ､7)。1980年代以来，特に90年代，それまで農

村教育（mraleducation）問題で扱われてきたスモールスクールが，都市部での

大規模校の教育問題に対する処方菱として取り上げられるようになってきたの

である。

パトリシア・ウエスリー（PatriciaAWasIey）ら，バンク・ストリート大学

(BankStlCetCollege）グループは，1997年から２年間，大都市シカゴのスモー

ルスクールを調査した。その報告書「スモールスクール：大きな進歩」は，研

究史を要約した上で,事例分析をおこなった優れたレポートである。そこでは，

先に触れた時代状況が次のように述べられている。「スモールスクール運動が

全国的な弾みをつけたそのときに，この研究は行われた。運動はニューヨーク

で始まり，フィラデルフィアに拡大し，シカゴとその他の都市にも広がった」

(p3)，と。

また同レポートは，スモールスクールの研究史を一瞥して，メアリー・レイ

ウイッド（MaryARaywid，1997）が「スモールスクールに通学する不利な状

況にある生徒は，標準基礎学力テストにおいて，大規模校の生徒より明らかに

よくできる」と報告したことを紹介している。また，バレリーリーとジュリ

ースミスのハイスクール実証研究（彼らの研究の総括的論文としてはLee＆

Smith,HighSchooISize,EtfjJcq"ｍｑｊＥＷＪｌｍ“〃αＰｍＰＤﾉiCyA'zqbjsis,voL17,ｎｏ､3,

1997）によりながら，社会階層，人種・民族による生徒の学力達成の格差を縮

小する公正さを，スモールスクールはもつとウエスリーらは指摘する。さらに

また，リーナ･ステイーフェルらが，スモールスクールが(予想に反して）財政

的にも効率的であると，ニューヨーク調査（総括論文としては，Stiefelet

aL,HighSchoolSize,EzmczJ"o"αlEwzﾉmZimqmPoJiCyA'3回)AJjJ,vol､22,,0.1,2000）

で明らかにしたと紹介している。
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学力面だけではなく，スモールスクールの教育的意味は，ネイサンらのレポ

ートにもあったが，「より強靱で安全な学校コミュニティ」となること，校内

暴力の減少に寄与することなど，大都市教育問題への処方菱になっているとい

う。あるいは，シカゴの研究（アンソニー・プライクほかの研究，Ｅとｍｅｍｑ〃

Scﾉ,ＣＤ/SjZe，1199）では，より小さな学校では，教員の同僚関係（collegialrela‐

tionships）が増進すると実証されているという。それゆえ，教育行政担当者（た

とえば，前シカゴ市教育ＣＥＯであったポール・バラスPaulVallas）も，スモー

ルスクール戦略を学校改革として取り入れてきたと紹介されている（WasIeyet

aL,P4)。

加えて，ウエスリー・レポートでは，スモールスクールの組織形態を二つに

分類して，その実現可能な形態を示唆している。一つは独立校（freestanding）

型であり，従来の公立学校と同じく，独自の敷地，予算，校長をもつ学校であ

る。このタイプには複数の学校が同居するもの（multiplex）もありうる。もう

一つが，学校内学校（school-within-school,ＳＷＳ）型である。大きな学校（ホ

スト校）の一部に設置され，独自の使命と教育課程の自律性を有するが，ホス

ト校に予算は従属し，その校長の指導にも従うなど運営上の自律性は小さいと

される。シカゴに存在するスモールスクールの多数はこのタイプとされるが，

ＳＷＳにはマルチ学校タイプもあり得ると論じられる。これは，一つの敷地が

複数のスモールスクールに分割されるか，従来校と複数のスモールスクールが

同居する形態とされる（pplO,11)。

ところで，連邦立法レベルでもスモールスクールは支援されはじめた。２００２

年１月に発効した教育改革法（NoChiIdLeftBehindActof2001）は，小さな学

びのコミュニティへの支援策も含んでいた。大規模なハイスクールをより小さ

な学びのコミュニティにするために補助金を支出する施策である。そこでは，

大きなハイスクールとは，第11学年と１２学年を含み，第９学年以上の生徒が

1,000名以上であると定義されている（www・edgov/offices/OESE)。

また，連邦教育省の報告書では，小さな学びのコミュニティは「万能薬」で

はないが，「より安全で人間的な環境と，積極的で総合的な教育経験に関わる

ことにより，ほとんどの生徒がその学力達成を改善しうるもの」（USDepart-

mentofEducation,ｐ､2）と意義づけれている。そして，連邦支援策（Federal
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Initiative）として，2001年度予算で1.25億ドルが，地方学区向けの補助金とし

て準備されたと，実績が紹介されている。

と同時に，連邦報告書もウエスリー・レポートと同じく，小さな学びのコミ

ュニティの組織形態（structure）に言及し，次の四つを提起している。第１の

形態がアカデミーである。学校内のサブ・グループとされ，具体例はキャリ

ア・アカデミーがあげられ,そこでは職業教育とアカデミック科目が統合され，

実務学習や職業指導が行われる。第２がハウス・プランで，生徒を数100人規

模のグループに分け，授業をこの集団内で行うものである。第３がSＷＳ（学校

内学校）で，小規模で自律的なプログラムとされ，ホスト校の校長よりも学区

に対して責任を負う運営的に自律性をもつ組織形態である。つまり，ＳＷＳは

｢独自の文化，教育課程，職員，生徒，予算，施設をもつ」組織とされる。こ

れはウエスリーらの分類でいえば，独立校（fireestanding）型のスモールスクー

ルに相当する。第４はマグネット・プログラムであり，特別な核となる教科や

分野を提供し，学区全域から生徒を集める選択制のプログラムとされる（ｕｓ・

DepartmentofEducation,ｐ６)。

２）小さなチャータースクールの可能性

こうして自覚的に小さな学校を運動的にも政策的にも選択し，具体的に

SＷＳ（学校内学校）を実験し始めているアメリカに対して，日本ではどうなの

であろうか。連邦補助対象は，ハイスクールで生徒数1,000以下，ネイサンら

も引用するウエスリーらの調査研究では，初等学校が350名，ハイスクールが

400名の学校規模が目安になっている。日本では，法定基準は周知のように学

校教育法施行規則17条で，12-18学級（40人定員Ｘ（12~18）学級＝480-720人）

が，。、.中学校規模の「標準」とされてきた。

しかし，歴史的にその実態をいえば，標準を超える学校を設置する傾向にあ

り，地理的にやむをえず小規模校を存続させることもあるが，そこでも学校統

廃合政策が今日に至るまで基調とされてきたといえよう。また，学校規模より

も学級規模に，政策・制度的にも，加えて運動的にも焦点が当てられてきたこ

とも周知のことと言える。

ただし，こうした中でも，民間運動として統廃合反対運動がなされる中で，
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｢小さな学校」の教育的意義への着目もされていたことは見逃せない。三輪定

宣編の「小さな学校が消えた』（1988）では，規模条件として「みんながお互

いによく知り合えること」があげられ，学校配置条件の「だれでもが歩いて楽

に通えること｣，地域と連携条件とされた「学校が，地域の人びとに親しまれ，

愛されること」と併せて，三つの条件と定式化されている（三輪,ｐ､13)。

これらの条件を筆者なりにとらえ直すと，学校規模は相互の認知が親密な教

育関係を創る基礎条件となり，学校がテーマ・コミュニティ，つまり学びのコ

ミュニティとなりうる根本的な条件とみなせる。また，徒歩圏および学校の

｢社会的近接」（五十嵐顕）は，テーマ・コミュニティとしての学校がローカ

ル・コミュニティと重なりあう条件であり，直接民主主義（民主的議論）の適

正規模となる（なお，五十嵐顕は，教育委員会と学校との関係において「社会

的近接」概念を用い，その内包を「近くにいるので，すべてのの話しあいがよ

くできる」と捉えていた。本稿では学校と地域との関係にこの概念を転用して

いる。高野Ａ,pl76)。こうしてみると，個人商店型チャータースクールの思

想（フィンほか，ｐ､415参照）と，ここでの3条件は共振しているのではないだ

ろうか。

ただし，アメリカの実態調査のように，小さな学校が子どもの学力や社会性

の形成に対して効果があるとの検証は，日本ではこれからの課題である。また，

日本における「学びの共同体」の事例とされる浜之郷小学校は，教師役30名，

生徒数約670名といわれている（大瀬，ｐ､14)。この学校規模が，教師の同僚性

や自律性，学校の（直接？）民主主義，（生徒と教師の）生活共同体という，

この学校の構成要素とされるものと適合的であるのかは，興味をそそる検討課

題となろう（高野Ａ,ｐｐ､253,254も参照)。

さて，スモールスクール運動とチャータースクール運動は，その出自を異に

することは事実である。スモールスクールは従来型の公立校の内部で維持・再

発見されてきたといった適切かもしれない。他方，チャータースクールにも大

規模な学校が実在する（たとえば，フェントン・アベニュー・チャータースク

ール：1,331名，セコイヤ・チャータースクール：1,184名。フインほか，第２

章参照)。しかし，二つの学校改革運動には接点も，これまで述べてきたよう

に存在しており，何より注目に値するのは個人商店型チャータースクールが，
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自覚的にスモールスクールを選択していることである。

日本版チャータースクール運動でも，こうした自覚は存在する。「湘南小学

校」を運営する佐々木洋平は，その自著「市民が創る公立学校」で，入学定員

を100名，教員10名，校長とその他のスタッフ５名ととしている（佐々木，

pp､78,225)。彼が具体的な学校モデルにしているのは，アメリカの私立学校で

あるサドベリバレー校であるが，全校集会という直接民主主義を核とする，こ

の学びのコミュニティも小さな学校にほかならない（佐々木，ｐ､86)。政治学

者のロバートダールが指摘するまでもなく，民主主義にとって規模は大きな

存立条件となる。

ところで，小さなチャータースクールを実現するには，その組織形態を現実

に構想する必要もある。スモールスクールの運動と政策においては〆先に述べ

たように独立校型やSWSが話題に上っている。ＳＷＳもいくつかのタイプがあ

るようだが，独立校型のSWSはチャータースクールの組織形態として妥当か

もしれない。日本でいえば，分校や分教場に形態的には類似しているといって

よい。日本では分校・分教場は現行法でも実現可能であり，いかに個人商店型

の制度的要素を，現行法とその修正で盛り込むかはリアルに考えやすい。日本

版チャータースクール法の立法を目指す道もあろうが，制度化の選択肢として

は捨てがたい。また，このことは金子郁容らのコミュニティ・スクール法試案

の検討や修正にもつながろう。

なお，加えて，２．で紹介したように，アメリカではチャータースクール内部

における競争が顕在化しつつある。チャータースクールという制度（｢容器｣）

を利用した市場ビジネス型チャータースクールは，選択の自由を学校選択に限

定し，親の選択と営利的ビジネスの経営論理と結合させることを重視する。そ

こでは，市民契約が含意し個人商店型チャータースクールが重視する学校参

加＝直接民主主義は軽視される。すでに触れておいたが，日本の方が公教育の

実質的な市場化が進展しており，こうした受け皿にチャータースクールが利用

される危険も高いかもしれない。日本におけるチャータースクールの拒絶や批

判も，こうした危険への反応ともいえる。

こうしたとき，個人商店型チャータースクールが基盤とする市民契約の思想

を，日本においてアクチュアルな力にする必要もある。日本版チャータースク
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_ルの実現をめざす佐々木洋平は，大沼安史の表現も参照しながら，チャータ

ースクールをコミユニタリアンの創造物（佐々木，pp230-232）ととらえてい

た。同じように，アメリカにおいても，例えば，チャータースクール研究者の

エリック・ロフェスは，ミネソタ・ニュー・カントリー・スクールの教師たち

をコミュニタリアンと性格づけていた（Rofesのタイトル参照)。

筆者は，個人商店型チャータースクールを，リベラリズムとも接合しうる市

民的共和主義（civicIcpublicanism）の具現態ではないかと考え始めている。そ

の思想の核心は，自由というものを市民が自主選択したコミュニティの自己統

治（selfLgovemment）や自発的（選択的）参加と捉え，この自発的コミュニテ

ィにより共通善の形成を促すことである。また，こうした市民の自発的行為に

よって，自由と共通善の接合に必要な市民の徳（civicvirtue)，言い換えればシ

ティズンシップの育成（市民教育）を重視することである（中野，p35も参照)。

このことと関わり，今後の課題の一つに触れて本稿を閉じよう。コンピュー

ター科学の研究者である坂村健は，チェスター・フインらの著書を書評する中

で，「この本を読むと，多様化した現代に最適解があるというコンセプト自体

が古くなったと思わされる。これがチャータースクールだという基本モデルは

ない。そこにあるのは多様性を制御するルールだけ」（朝日新聞2001年１０月２１

日）と語っていた。確かに，「多様性（自由）を制御するルール」たる公共性

(公共哲学）を追求するリベラリズムが，チャータースクールの思想には孕ま

れている。

そこで，坂村のようにチャータースクールをリベラリズムの具現態ととらえ

るか，筆者のようにリベラリズムの要素を加味したコミュニタリアニズムとと

らえるか，議論の余地もでてくる。と同時に，「自分が気に入らないものも含

め多様性のリスクを認識した上で，どうやっても米国人になれない日本人のす

がたがそこにほの見えてくる」と，坂村がチャータースクールを受け入れる思

想的基盤が日本には存在しないと断念する当否についても，同時に我々は問わ

なくてはならないだろう。
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本稿は，日本教育学会20oz年度大会のラウンドテーブル「チャータースクールの多様

性と可能性」における報告に加筆と修正をおこなったものである。また，2002-2004年度

の科学研究費研究（基盤研究Ｂｌ）「現代アメリカにおける学校統治と学校責任の調査実

証研究」（研究代表者・高野良一）の研究成果の一部でもある。なお，以下の英文は，本

論文のアブストラクトとしての意味があるので付録として掲載したが，もともとは日本

教育行政学会の2002年度公開シンポジウム「多元社会の公教育」におけるマイケル・ア

ップル教授への公開質問のために準備されたものである（この公開質問の日本語版フル

テキストは，大会事務局から当日に会場で配布されたリーフレットに所収きれている)。
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表１：チャータースクールの現況

外の州の学校も合算した2874とは当然のことながら食い違っている

州名
新設学校数

ｍ02学年度

運営中の学校数

2002年９月

運営中の学校数

2002年10月

累穣閉校数

2002年10月

アラスカ

アリゾナ

アーカンソー

カリフォルニア

コロラド

コネチカット

デラウェア

コロンビア特別区

フロリダ

ジョージア

ハワイ

アイダホ

イリノイ

インディアナ

カンザス

ルイジアナ

マサーチューセッツ

ミシガン

ミネソタ

ミシシッピ

ミズーリ

ネバダ

ニューハンプシャー

ニュージャージー

ニューメキシコ

ニューヨーク

ノースカロライナ

オハイオ

オクラホマ

オレゴン

ペンシルバニア

ロードアイランド

サウスカロライナ

テキサス

ユタ

バージニア

ウィスコンシン

ワイオミング ９３９６０２２８８０５３０２２６３８０５４０２７７５１０６５３７５４２２１ 
４ 

８ 

３ 

１ 

１ 

３ 

１ 

２ 

２ 

５ １ 

８８２ 
６ 

５ 

４ 

４ 

５６４９ ９１１３ 
２ ｍ 

６５４９００６７ ３２１２１３２４ 
６ ８ １ 

２ ９ 

Ｉ 

６３０６８８３７０６１９４ 
２１ 

５２３９９１２９ 
１ 

８ ２ ２ 

２８５１ 
１ 

１ Ｉ 

５ １ 

４６１ 
２ 

７ 

４ 

３ 

９６５２ ８１１４ 
９ ８ １ 

｜｜｜羽一羽沁斜卯万一刀
｜団一一”“ｎ口駈一

８５ １ ２ 

｜｜卯一

３ 

２３４２１２６四一’’３’３２４７１
２ 

８ 

｜｜旧４ｌｌｌｌ３Ｍ－－５ｌ
合計 393 2700 (2874） 194 

出典：CER１，CER2。なお、CER1の調査は２６州の調査であり、その運営中の学枚数の合計は、それ以
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ASmallCharterSchool 

asanAltemativefOrBureaucracyand 
PrivatizationmEducation 

ＲｙｏｉｃｈｉＴＡＫＡＮＯ 

ProfessorApple，ｉｔｓｅｅｍｓｔｏｍｅｔｈａｔｙｏｕａｒｅａｓｍａｒｔｃriticof“consewative 

modemiza[ion，'ｉｎeducation・Wealsohavesuchcriliquesagainstthealliancebetween

neo-liber2Uismandconsevativemodemization,thoughmostofourcritiquesmightbe 

lessconcreteandpoorerintheorythanyours、TheseideolOgicalonesmakeacertain

positiveeffectoneducationalreforms,butlamconvincedthatweneedboththealler‐ 

nativeideasagainstthemainslrcamonesandtheintheirsystem． 

Then,1e【metalkaboutacharterschoolinordertofindout【healtemativeideaand

itssystem、YouurgemorCcautiontotheseschoOIS,andyoupointouttheactualconse‐

quencessuchasracialinequaIityinaccoldancewithsome正ｐｏｒｔｓｗｒｉｔＯｅｎｂｙＡｍｙＳ、

Wellsandherassociates､IamsurethatcharterschooIsshouldberiskytocausesome 

negativeeffects，ｂｕｔａｔｔｈｅｓａｍｅｌｉｍｅｌｈａｔｔｈｅｙｈａｖｅｐｏsitivepossiblilitestopromote 

School肥forms・Igroupthemintothreetypes，andlrecognize``ｍｏｍａｎｄｐｏｐ，，charte「

schoolswithcitizenengagementasthealtematWesagainsteducationalbureaucracyand 

pnvalization 

TherealCalsotwoothertypｅｓｏｆｃｈａｒにrschoolsinthcUnitedStates;oneisa

chartcrschooIwhichafOr-plDfi(educationalfinnoperatesandmanages,anotherisone 

whicharegularpubIicschooIoraprivaIeschoolisconve｢tedinto、Someconvemsion

schools,Ｉguess,migh[beoneswhichReligiouｓＲｉｇｈｔｕｓｅｓａｓ‘aclockofinvisibility，、

MoIcover,thecompetitionbetween``ｍｏｍａｎｄｐｏｐ，，charterschoolsand“McCharters，， 
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cametobesenous・ChesDerFinn,Ｊｒ・andhiscolleaguessaidinChα〃ｅｒＳｃｈｏｏｌＳｊｎ

Ａｃｊｊｏ〃－IamatranslatoroftheJapaneseversion－，``WewolTyaboutthecontest

between`momandpop，chaICterschoolsandlargehanchiseoperations"(p243） 

Nevertheless，ＩｗｏｕｌｄｌｉｋｅｔｏｅｘｐｌａｍｗｈｙｌｈｏｐｅｆＯｒｔhesuccessof“momand 

pop，，charterschools・Ｌｅｔｍｅｇｉｖｅｙｏｕａｎｅｘａｍｐｌｅ・MinnesotaNewCountlySchool

(ＭNCS),whichisfamousfbraprQjectlearningonthepollutionoftheenvimnmenいs

veryattractivetothecharterschoolactivistsinJapan・IamvelyintelCstedmateacher

cooperativewhosenameisEdvisions，ｂｅｃａｕｓｅｉｔｃａｎｅｍｂｏｄｙｔｈｅｉｄｅａａｓｂｅlow；ｔｈｅ 

teachers，cooperativeasproducems，onecanabolishthedichotomybetweencapitayState 

andwagelaborinproductionrelation,anditmustchangeateacherasanempIoyeeinto 

oneasanindependentownerofhis/ｈｅｒｏｗｎｗｏｒｋ・

ＮｅxLletmeshowmyunderstandingofa“quasi-market,，ineducationCharter 

schoolsa1℃,ｏｆcourse,schoolsofchoice,andthercfblCparcnts/pupilshavearClationto 

acertainschoolasconsumers、Asyouurgeastrongcaution,mostfbr-profiteducation

managementfiITnsandmanyReligiouRightschoolsaretryingtotakemcial／income 

inequalitiesintopublicschoolsthmughthe"quasi-market"． 

Ｈａｄｗｅｂｅｔにrrefnsesuchquasi-markets？ＩＳｉ【aproperunderstandmgthatthe

quasi-marketmcharterschoolsisnoｔｈｍｇｂｕｔａ“vastsupermarket，，orafreemarket-

place？ＩunderstandthatitisamarketcontlolledbylegislativeandgovemmentallCgu‐ 

lations,andthatitisalsobasedontbetrustandethicamongpeopleinlocaIcommunity・

Inanotherword,amarketofschoolchoiceisnotmerelyaneconomicmedium，rather， 

itisalsoasociaI,ethical,andcuItumImedium 

Thus，parentalchoiceofschoolmeansthatparentsandschoolstaffSstartup 

mutualcommunicationmedia・TYTeycanexchangethemissionofschoolanditsculTicula

fbrtheneedsofkidsandparents,ａｎｄｅｖｅｎｍｕｔｕａｌｔＩｕｓｔｗｉｌｌｂｅｃｒeatedbothamong 

paremsandbetweenpar巳msandstafYSifmulti-channelsofcommunicationexist・This

alsomeansafirststepfCrpa1℃ntstoparticipateinschoolgovemanceandmanagemenL 
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Istheunderstandingofminejustanoptimis[icdlBam？Irecogmzewemustmake 

aneffOrttobuildupcommunicationmulti-media,includingdisclosurBandpublicityof 

schoolinfbrmation・Ｂｙｔｈｅｗａｙ，thechaIterschoollawinMinnesotahastheprovision

thattheschooImustbeorganizedandoperatedasacoopemtive・Edvisions,ａteachers，

co-op,hasbeenestablishedinMNCS，butnobodyknowsthataconsumers，co-opwill 

besetupthe妃tosucceedinpalmtalchoiceandtheirparticipationinschooloperation・

Yet，IaminterestedinapeI1spectivethatapublicschoolcanbeorganizedandoperated 

byanassociationofsuchassociationsascooperativesorbymulti-stakeholderB． 

IwanttolBfertoaninstitutionalconditiontomakeupa``ｍｏｍａｎｄｐｏｐ，，charter 

school､Thatisamatterofschoolsize・TheteacherunionsinJapanaswellasinthe

UnitedStatesaI己muchmoreconcemedaboutclasssizethanaboutRma1lsizeofschooL

Smallschoolsizeisverycrucialtocheckthebureaucratizationwi[hinaschooL 

Besides,thesmallschooImovementsinyourcountIyar巳gettinggoodrCsults;saferand

mo妃positiveenvironmemsfOrstudents,highergraduationrates,higherachievements

andsoon・

Manyfbundersof``ｍｏｍａｎｄｐｏｐ，，schoolsalCawalCofschoolsize,andtherefblB 

theyhavechosenasmallschooLMs,MiloCutter,theprincipalofCityAcademyinS[・

Paul,saidinthelectu雁meetinginTokyolastspring,“Weneededasmallschoolwhe肥

にachersandstudentshadtheopportunitytorCcognizeandrespecteachother,aschool

whel巳participationinallaspectsofleamingwouIdbeavaiIabletoallmembersofthe

school,，、Thismeansthatthesizematterisveryimportanttorealizeparticipatory

democmcy． 

Finally，ｌｅｔｍｅｓｕｍｕｐｌｈｅｑｕｅｓｔｉｏｎｔｏｙｏｕ・Itseemstomethatmost``momand

pop，，charterschoolsstill肥mainyoungandimmatul巳altematives・Afewsmallcharter

schoolsbaseduponcitizenengagementaJBtryingtocreatenotonlyaheeandindepe昨

dentowncrinproductionrdation,butaIsoacontrolledmarket(aspmutofnon-capi‐ 

talis[market)onmuIti-dimensions,includingsocial/ethical/cuIturaIonesaswellas 

legaygovennentalones． 
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Iregardyouasademocraticcommunitarianafterlreadthepaperyouhad 

preparedfOratthistime，EricRofes，ｗｈｏhaswrittenaboutcharterschoolso、

他仇mAi"ｇＳｂﾉjooLF,describedtheteachersofEdvisionsascommunitariansinthearticle

ofhLFjdemα〃erSchooheditedbyBruceFuller､Itseemstomethattheideaofcitizen

engagementinsmallcharte「schoolsshouldbeaningeniousmixtu妃ofliberalismand

communitarianism・SpeakingmorCdirectIy，theseschoolsaredeeplybasedoncivic

rCpublicanismwhichMichealSandelhasrCcentIyrefined、Iwouldliketoknowhow

youevaluatethispublicphilosophyandsmallchartcrschools． 
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